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問1 日本の地方公共団体の財政において、地域ごとの税収の格差を調整し、どの自治体でも一定の行政サービスが受けられるように国から配分され
る資金を何といいますか。この資金は、使い道が制限されていないことが大きな特徴です。 （2022年 埼玉県公立入試 類似）

1. 地方債 2. 国庫支出金 3. 地方交付税交付金 4. 地方譲与税

問2 日本の地方自治体の財政において、地域によって地方税の収入に差がある場合でも、住民が全国どこでも一定水準の行政サービスを受けられる
ようにするための「財政調整」の仕組みとして、最も適切なものはどれですか。 （2020年 大分県公立入試 類似）

1. 地方公共団体が独自の条例に基づ
いて、住民や企業から直接徴収する
地方税

2. 地方公共団体が道路建設などの大
規模な事業を行うために、国や銀行
から借り入れる地方債

3. 地方公共団体間の財源の不均衡を
調整するために国から配分され、使
い道が制限されない地方交付税交付
金

4. 国が特定の事業の費用の一部を補
助し、使い道を限定して支給する国
庫支出金

問3 日本の地方自治における首長の権限と、地方議会の役割の関係について述べた文として、正しいものはどれですか。 （2023年 兵庫県公立入試 類似）

1. 首長は予算案を作成し、議会で可
決された予算を執行する行政権を持
つ

2. 首長は条例を制定する権限を持つ
が、予算を執行する権限は議会が持
つ

3. 首長は議会議員の任期を自由に短
縮し、住民に解散請求を行う権限を
持つ

4. 議会が首長の不信任を議決しても
、首長には議会を解散させる権限は
ない

問4 日本の地方自治において、有権者が行政の長である首長と、意思決定機関である地方議会の議員の両方を、それぞれ直接選挙で選ぶ仕組みを何
と呼びますか。最も適切な名称を選択してください。 （2018年 福岡県公立入試 類似）

1. 三権分立 2. 二元代表制 3. 直接請求権 4. 議院内閣制

問5 住民が地域の道路や橋などの点検活動に協力する背景には、生活の基盤となる公共施設の重要性があります。道路・橋・水道・公園など、人々
が共同で利用し、経済活動や生活を支える基盤となる施設を総称して何と呼びますか。 （2023年 宮城県公立入試 類似）

1. 流動資産 2. 知的財産 3. 社会資本 4. 固定資本

問6 住んでいる場所によって、学校や公園などの行政サービスに大きな差が出ないように、国が地方自治体にお金を配る仕組みを何といいますか。
（2021年 香川県公立入試 類似）

1. 地方交付税交付金 2. 地方債 3. 国庫支出金 4. ふるさと納税

問7 人口減少が進む過疎地域などでは、バスの利用者が減少し、路線の維持が困難になるという課題があります。こうした状況への対策として、バ
スの車両中央部の座席を減らして荷台スペースを設け、宅配便などの荷物を乗客と一緒に運ぶ仕組みが導入されています。この「貨客混載」と
呼ばれる取り組みの主な目的として、最も適切なものはどれですか。 （2021年 茨城県公立入試 類似）

1. 荷物の輸送スピードを上げること
で、都市部での交通渋滞を緩和する
ため

2. バスの乗客数を大幅に増やし、観
光地としての魅力を高めるため

3. バスの運賃を引き上げることで、
バス会社の赤字を解消するため

4. 利用者が少ない場合でも宅配会社
から賃料などの一定の収入を得て、
路線を維持するため

問8 地方分権一括法の施行に際し、国と地方公共団体の関係を「対等・協力の関係」へと変えるために、それまで国が地方公共団体の長に事務を強
制していた仕組みが廃止されました。この廃止された仕組みを何といいますか。 （2026年 鳥取県公立入試 類似）

1. 地方交付税 2. 直接請求権 3. 自主財源 4. 機関委任事務

問9 地方自治において、地域課題の解決のために住民が直接意思を表明したり、ボランティア活動を行ったりする動きが活発になっています。この
うち、特定の営利を目的とせず、教育・防災・福祉などの分野で社会貢献活動を行う「非営利組織」を指す言葉として適切なものはどれか。
（2020年 兵庫県公立入試 類似）

1. NGO 2. NPO 3. 株式会社 4. 公企業

問10 住民による「条例の制定・改廃の請求」が適切に行われた際、請求を受けた地方公共団体の長（首長）がとるべき対応と、その後の手続きにつ
いて説明したものとして正しいものはどれですか。 （2019年 新潟県公立入試 類似）

1. 請求内容を議会へ報告する義務は
あるが、議会での審議を行うかどう
かは首長が判断する

2. 請求内容に対して自らの意見を付
けた上で議会に提出し、議会での審
議に付す

3. 請求を受理した後、速やかに住民
投票を実施して、条例制定の可否を
住民に直接問う

4. 請求内容を精査し、妥当であると
判断した場合は直ちに条例として公
布・施行する

問11 地方自治において、住民が地方公共団体の運営に直接参加するために認められている権利を「直接請求権」といいます。この権利に基づき、地
方議会の解散や、首長・議員の解職を求める権利を一般に何と呼びますか。 （2016年 兵庫県公立入試 類似）

1. リコール（解職請求・解散請求） 2. 住民投票（レファレンダム） 3. 国民審査 4. 請願権

問12 条例の制定や改廃に関する直接請求権について、その対象から除外されている事項として適切なものはどれか。 （2016年 福岡県公立入試 類似）

1. 公園や図書館などの公共施設の運
営に関する事項

2. 地域の環境を保護するためのポイ
捨て禁止に関する事項

3. 地域の歴史的建造物の保存や活用
に関する事項

4. 地方税の賦課徴収や、分担金・手
数料に関する事項

問13 沖縄県では、沖縄戦の組織的戦闘が終結したとされる6月23日を「慰霊の日」と定め、県独自の休日としています。このように、各地域の実情に
合わせて地方公共団体が議会の議決により定める決まりを何といいますか。 （2017年 沖縄県公立入試 類似）

1. 条例 2. 法律 3. 訓令 4. 政令

問14 有権者の署名を集めて条例の制定・改廃の請求が首長（知事や市町村長）に対して行われた場合、その後の手続きとして適切に説明されている
ものはどれですか。 （2017年 大分県公立入試 類似）

1. 首長がその内容を認めれば、議会
の議決を経ることなく直ちに新しい
条例として施行される。

2. 首長は請求を受理した後、必ず自
分の意見を付けて地方議会に付議し
なければならない。

3. 首長は請求を受けた内容について
、必ず住民投票を実施してその賛否
を問わなければならない。

4. 首長は請求内容を精査し、不適切
だと判断した場合は議会に報告せず
に却下することができる。


